
業務棚卸評価シート 1/9

23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

1 総
市民活動等災害
補償制度事業

活動中に発生した損害賠
償事故及び障害事故につ
いて補償する

市民活
動団体

定
例
定
型

適用件数
（予想）

７０件 ７０件 ７０件 2,998 ５７件
各種団体に浸透しつ
つあり、順調に遂行
している。

Ｂ 適用件数（予
想）

７０件 3,525 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1
市民活動等災害
補償制度事業

保険会社との
契約

保険料の支払
い

年１回 年１回 2,998
保険会社との
契約

保険料の支払
い

年１回 3,525 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
市民活動等災害
補償制度事業

市民活動等保
険の申請受付
及び保険会社
との連絡調整

申請受付・連
絡調整

７０件 ５６件

市民活動等保
険の申請受付
及び保険会社
との連絡調整

申請受付・連
絡調整

７０件 済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
市民参加推進・
啓発事業

施策の企画・立案過程へ
市民の意見を反映し、Ｈ
Ｐ等で情報提供を推進す
ると同時に意識啓発を図
る。

職員・
市民・
市民活
動団体

定
例
定
型

必要な情報
の提供、研
修等の実施

２回 ２回 ２回 652 ３回
目標を上回る成果が
出ている。 Ａ 670 未 高 高 高

現状維
持

有り
維
持

2
市民参加推進・
啓発事業

パブリックコ
メント実施に
かかる運用・
進行管理

実施状況一覧
のＨＰ掲載件
数

７件 １０件

パブリックコ
メント実施に
かかる運用・
進行管理

実施状況一覧
のＨＰ掲載件
数

７件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

2
市民参加推進・
啓発事業

審議会等への
市民参加の推
進

公募委員募集
状況一覧のＨ
Ｐ掲載件数

１３件 １２件
審議会等への
市民参加の推
進

公募委員募集
状況一覧のＨ
Ｐ掲載件数

１３件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

2
市民参加推進・
啓発事業

市民参加推進
啓発を図るこ
とを目的に研
修を実施

職員研修の回
数

年２回 年３回 155

市民参加推進
啓発を図るこ
とを目的に研
修を実施

職員研修の回
数

年２回 80
不
可

必
要

済
更
可

有 有り 25

職員をＮＰＯに派遣
する研修に加え、Ｎ
ＰＯ職員のインター
ンシップを検討す
る。

維
持

2
市民参加推進・
啓発事業

市民討議会の
開催

啓発方法を検
討する討議会
の開催

１日間 １日間 497
市民討議会の
開催

啓発方法を検
討する討議会
の開催

１日間 590
不
可

必
要

済 済 無 なし
維
持

3 総
市民参加条例の
策定

市民参加制度等を検証
し、条例策定作業を推進
する。

市民
政
策

条例の制定
平成２４年
３月までに
条例を制定

条例の制定

平成２４
年３月ま
でに条例
を制定

未制定
（継続
中）

4,557
未制定
（継続
中）

目標の期限までに条
例の制定はできな
かったが、準備は継
続中であり成果は今
後見込める。

Ｃ 条例の制定

平成25
年３月ま
でに条例
を制定

515 完 高 中 高 終了 なし

予
算
な
し

3
市民参加条例の
策定

ワークショッ
プの開催

ワークショッ
プの開催

23年9月
まで

23年8月
まで

4,557
不
可

必
要

法
令
不
可

済 無 なし

3
市民参加条例の
策定

条例案の検
証・意見交換

条例案の検
証・意見交換

23年9月
まで

24年3月
まで
(継続中)

0
条例骨子案の
作成・意見交
換

条例骨子案の
作成・意見交
換

24年9月
まで

不
可

必
要

法
令
不
可

済 無 なし

3
市民参加条例の
策定

条例案策定作
業

条例の策定 年度内
未策定
（継続
中）

条例案策定作
業

条例の策定 年度内
不
可

必
要

法
令
不
可

済 無 なし

3
市民参加条例の
策定

条例の周知・
啓発のための
シンポジウム
等の開催、パ
ンフレット作
成

シンポジウム
等の開催、パ
ンフレット作
成

1回・
9000部

515
不
可

必
要

法
令
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

4 総
地域コミュニ
ティ事業

自主的な課題解決に向け
た地域における仕組みづ
くりを検討する。

市民
政
策

地域コミュ
ニティ制度
を活用した
事業の実施

モデルケー
ス設置

モデルケー
スでの事業
実施

モデルケー
スでの事業
実施及び検
証

地域コミュニ
ティ制度を活
用した事業の
実施

モデル
ケース設
置

未設置
（24年
度から試

行）

２２年度末から事業
展開手法を改めたた
め、モデル地区も選
定せず、指標は達成
でいなかった。

Ｃ

地域コミュニ
ティ制度を活
用した事業の
実施

モデル
ケースで
の事業実
施

300 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

4
地域コミュニ
ティ事業

プロジェクト
チームの開催

開催回数 ５回 ０回
プロジェクト
チームの開催

開催回数 ５回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4
地域コミュニ
ティ事業

職員研修会 開催回数 １回 ０回 職員研修会 開催回数 １回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4
地域コミュニ
ティ事業

選定に向けた
モデル地区と
の協議

開催時期
平成２４
年３月ま
で

なし
選定に向けた
モデル地区と
の協議

開催時期
平成２４
年６月ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

4
地域コミュニ
ティ事業

関係団体との
意見交換

開催時期
平成２３
年９月ま
で

平成２４
年３月ま
で

関係団体との
意見交換

開催時期
平成２４
年６月ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4
地域コミュニ
ティ事業

制度構築を目
指した試行的
なモデル事業
の実施

モデル地区の
設置数

３地区 300
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

地域ニーズにきめ細
かく対応できるよ
う、地域との協議プ
ロセスを大切にしな
がらモデル事業を実
施する。

増
や
す

5 総
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつりを実施す
る

市民

定
例
定
型

来場者数 ８万人 ８万人 ８万人 来場者数 ８万人 770 ７万人

８９団体の参加で、震
災後で復興支援イベン
トも実施。ボランティ
アを初導入。来場者数
約７万人で盛況に実
施。

Ａ 来場者数 ８万人 770 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

5
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつ
りの実施

開催回数 年１回 年１回 770
春の市民まつ
りの実施

開催回数 年１回 770
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員の更なる活
用及び実行委員会機
能の強化、ボラン
ティアの更なる活用
を検討する。

維
持

5
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつ
り実行委員会
の実施

開催回数 年４回 年５回
春の市民まつ
り実行委員会
の実施

開催回数 年４回
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

維
持

6 総
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市を実施する 市民

定
例
定
型

来場者数 ２万人 ２万人 ２万人 来場者数 ２万人 817
０．５万

人

震災の影響で朝市と
して開催。模擬店等
２１団体、協力６団
体で開催するも、入
場者数約５，０００
人で減少。

Ｂ 来場者数 ２万人 817 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

6
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市
の実施

開催回数 年１回 年１回 817
なんでも夜市
の実施

開催回数 年１回 817
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員の更なる活
用及び実行委員会機
能の強化、ボラン
ティアの更なる活用
を検討する。

維
持

6
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市
実行委員会の
実施

開催回数 年３回 年４回
なんでも夜市
実行委員会の
実施

開催回数 年３回
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

予
算
な
し

7 総
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあいまつりを実
施する

市民

定
例
定
型

来場者数 ９万人 ９万人 ９万人 1,655 ９万人

ステージ１９団体、模
擬店等１０２団体の参
加。震災復興支援イベ
ントも実施し、入場者
数約９万人で盛況に実
施。

Ａ 来場者数 ９万人 1,655 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

7
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあい
まつりの実施

開催回数 年１回 年１回 1,655
市民ふれあい
まつりの実施

開催回数 年１回 1,655
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員の更なる活
用及び実行委員会機
能の強化、ボラン
ティアの更なる活用
を検討する。

維
持

7
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあい
まつり実行委
員会の実施

開催回数 年４回 年７回
市民ふれあい
まつり実行委
員会の実施

開催回数 年４回
更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

予
算
な
し

8 総
コミュニティ助
成事業

コミュニティ活動に必要
な設備の整備等にかかる
費用の一部を補助する

コミュ
ニティ
組織

定
例
定
型

各コミュニ
ティ組織へ
の助成

１件 １件 2,500 １件

４団体応募があり、
萩園自治会が地域活
性化を目的としたお
祭りの備品等の助成
を受けた。

Ａ
各コミュニ
ティ組織への
助成

１件 2,500 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

8
コミュニティ助
成事業

コミュニティ
活動に必要な
設備の整備等
にかかる費用
の一部を補助
する

交付回数 年１回 年１回 2,500

コミュニティ
活動に必要な
設備の整備等
にかかる費用
の一部を補助
する

交付回数 年１回 2,500
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

9 総
自治会活動運営
事務

自治会活動の円滑な運営
を補助する

自治会
組織

定
例
定
型

各補助事務
の円滑な執
行

各期日内で
の執行

各期日内で
の執行

各期日内で
の執行

20,942
各期日
内での
執行

地縁団体法人化は新
規の案件がなかった
が周知は継続。その
他の業務は適正に事
務を行い、成果が出
ている。

Ａ 各補助事務の
円滑な執行

各期日内
での執行

21,565 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

9
自治会活動運営
事務

退任した自治
会連絡協議会
委員に対し、
感謝状の贈呈

贈呈件数 ６件 ４件 4

退任した自治
会連絡協議会
委員に対し、
感謝状の贈呈

贈呈件数 ６件 8 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
自治会活動運営
事務

自治会長行政
連絡調整手数
料の支払い

手数料支払件
数

１３６件 １３２件 6,033
自治会長行政
連絡調整手数
料の支払い

手数料支払件
数

１３７件 6,266 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
自治会活動運営
事務

自治会運営交
付金の交付

交付件数 １３６件 １３２件 8,463
自治会運営交
付金の交付

交付件数 １３７件 8,741 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

9
自治会活動運営
事務

連合会長への
謝礼支払い

謝礼金支払件
数

２４件 ２４件 480
連合会長への
謝礼支払い

謝礼金支払件
数

２４件 480 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
自治会活動運営
事務

地区自治会連
合会等補助金
の交付

補助金の支払
期日

７月中旬 ７月中旬 1,200
地区自治会連
合会等補助金
の交付

補助金の支払
期日

７月中旬 1,200 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
自治会活動運営
事務

自治会連絡協
議会補助金の
交付

補助金の支払
期日

５月下旬 ５月下旬 4,443
自治会連絡協
議会補助金の
交付

補助金の支払
期日

５月下旬 4,453 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
自治会活動運営
事務

市民集会の開
催のための自
治会連合会等
との連絡調整

連絡調整回数 年１２回 年１２回

市民集会の開
催のための自
治会連合会等
との連絡調整

連絡調整回数 年１２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9
自治会活動運営
事務

地縁団体の法
人化の認可等
の事務

認可・登記・
告示・台帳登
録

新規１団
体

０件
地縁団体の法
人化の認可等
の事務

認可・登記・
告示・台帳登
録

新規１団
体

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9
自治会活動運営
事務

地縁団体の印
鑑登録の認可
等の事務

認可・台帳登
録

新規１団
体

０件
地縁団体の印
鑑登録の認可
等の事務

認可・台帳登
録

新規１団
体

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9
自治会活動運営
事務

地縁団体台帳
等の記載事項
証明に関する
事務

証明書の発行
新規１団
体

１件

地縁団体台帳
等の記載事項
証明に関する
事務

証明書の発行
新規１団
体

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9
自治会活動運営
事務

市民集会の議
事録の作成

作成回数 年１２回 年１２回 319
市民集会等の
議事録の作成

作成回数 年１３回 417
更
可

必
要

済
不
可

無 有り 24

議事録の確認につい
ては、再任用職員や
嘱託職員の更なる活
用をしていく。

維
持

10 総
自治会館賃借料
補助事業

自治会館の土地・家屋を
借りる際の賃借料の一部
を補助する

自治会
組織

定
例
定
型

補助対象数 ５件 ５件 ５件 1,104 ５件

適切に事務を行って
おり、該当自治会の
活動に寄与され、成
果が出ている。

Ａ 補助対象数 ５件 1,485 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10
自治会館賃借料
補助事業

自治会館賃借
料補助金の交
付

交付期限 ６月中旬 ５月中旬 1,104
自治会館賃借
料補助金の交
付

交付期限 ６月中旬 1,485 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

11 総
自治会館建設費
補助事業

自治会館の建設や修繕に
要する費用や耐震診断調
査に係る費用の一部を補
助する

自治会
組織

定
例
定
型

必要な補助
対象事業に
対する円滑
な事務執行

事前申請分
１件、緊急
案件は適宜
処理

事前申請・
緊急案件と
も適宜処理

事前申請・
緊急案件と
も適宜処理

1,050

事前申
請分１
件、緊
急案件
は２件
対応

当該年度は修繕申請
が２件。自治会館の
耐震診断は１件あ
り、引き続き事前相
談もあり、今後適切
な利用が見込める。

Ｂ

必要な補助対
象事業に対す
る円滑な事務
執行

事前申
請・緊急
案件とも
適宜処理

12,000 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

11
自治会館建設費
補助事業

自治会館建設
費補助金の交
付

交付件数 ２件 ２件 1,000
自治会館建設
費補助金の交
付

交付件数 ３件 11,900 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

11
自治会館建設費
補助事業

自治会館耐震
診断調査補助
金の交付

交付件数 ２件 １件 50
自治会館耐震
診断調査補助
金の交付

交付件数 ２件 100 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12 総
地域集会施設等
修繕に係る事務

地域集会施設等の円滑な
管理に支障が出た場合の
修繕を行う

利用者

定
例
定
型

地域集会施
設の開設可
能日数

３０７日 ３０６日 ３０６日 3,188 ３０７日
目標を達成し、成果
が出ている。 Ａ 2,670 未 高 高 高

現状維
持

なし
維
持

12
地域集会施設等
修繕に係る事務

円滑な管理に
支障が出た場
合の修繕の実
施

地域集会施設
等の開設可能
日数

３０７日 ３０７日 3,188

円滑な管理に
支障が出た場
合の緊急修繕
の実施

地域集会施設
等の開設可能
日数

３０６日 2,670 済
必
要

済 済 無 なし
維
持

13 総
浜須賀会館管理
運営業務

浜須賀会館の管理運営を
円滑に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 14,690 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 6,977 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理者に
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 14,690
指定管理者に
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 6,977 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

海岸地区コミュニティセ
ンターの管理運営を円滑
に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 6,057 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 12,238 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 6,057
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 6,505 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

老朽化等に伴
う改修

改修件数 １件 735
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度中に終了

予
算
な
し

14

海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

予防保全工事 工事件数 １件 4,998
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度中に終了

予
算
な
し

15 総

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

小和田地区コミュニティ
センターの管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 8,574 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 16,594 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 8,574
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 8,526 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

老朽化・安全
対策等に伴う
改修

改修件数 ２件 2,545
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度中に終了

予
算
な
し

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

予防保全工事 工事件数 １件 5,523
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度中に終了

予
算
な
し

16 総
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

小出地区コミュニティセ
ンターの管理運営を円滑
に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 16,206 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 21,976 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 16,206
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 13,507 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16

小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

老朽化・安全
対策等に伴う
改修

改修件数 ５件 8,469
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度中に終了

予
算
な
し

17 総
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

コミュニティセンター湘
南の管理運営を円滑に実
施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 9,629 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 9,573 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

17

コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 9,629
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 9,573 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

17

コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17

コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17

コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17

コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18 総

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

茅ヶ崎地区コミュニティ
センターの管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 11,726 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 11,589 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 11,726
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 11,589 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
南湖会館管理運
営業務

南湖会館の管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 7,028 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 7,028 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 7,028
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 7,028 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20 総
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

鶴嶺東コミュニティセン
ターの管理運営を円滑に
実施する

利用者

定
例
定
型

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 10,345 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 10,220 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

20

鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 10,345
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 10,220 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

20

鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

鶴嶺西コミュニティセン
ターの管理運営を円滑に
実施する

利用者
政
策

開館日数 ３０７日 ３０６日 ３０６日 13,897 ３０７日

指定管理者と緊密に
連携し、管理運営の
充実を図ることがで
きた。

Ａ 開館日数 ３０６日 13,083 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０７日 13,897
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 13,083 済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2012/9/7  19:06
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

701 総

コミュニティ施
設の整備事業
（中海岸・共
恵）

コミュニティセンターの
機能を持った施設を整備
する

利用者
政
策

地域集会施
設・保育園
複合施設の
進捗状況

施設整備完
了

467,510
施設整
備完了

期限内に建設完了
し、目標を達成し
た。

Ａ

701

コミュニティ施
設の整備事業
（中海岸・共
恵）

（仮称）中海
岸・共恵地区
地域集会施設
の完成

（仮称）中海
岸・共恵地区
地域集会施設
の完成

３月 ３月 467,510

22 総

高砂コミュニ
ティセンター管
理運営事業
（（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業か
ら平成24年度名
称変更）

高砂コミュニティセン
ターの管理運営を円滑に
実施する

利用者
政
策

開館日数
指定管理者
選定

３０６日 ３０６日 433
指定管
理者選
定

目標内で達成でき
た。 Ａ 開館日数 ３０６日 17,251 未 高 高 高

現状維
持

なし

予
算
な
し

22

高砂コミュニ
ティセンター管
理運営事業
（（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業か
ら平成24年度名
称変更）

施設の設置目
的を最も効果
的に達成でき
る団体を選考
する。

選考会議の開
催回数

２回 １回 10

22

高砂コミュニ
ティセンター管
理運営事業
（（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業か
ら平成24年度名
称変更）

指定管理者へ
管理運営を委
任（受付業
務）

対応日数 ２７日 ２７日 423
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３０６日 16,549 済
必
要

済 済 無 なし
維
持

22

高砂コミュニ
ティセンター管
理運営事業
（（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業か
ら平成24年度名
称変更）

建設工事後の
調査委託契約

委託件数 ２件 702
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25 ２４年度で完了

予
算
な
し

23 総
地域集会施設等
指定管理者選考
事務

施設の設置目的を最も効
果的に達成できる団体を
選考する

市民・
市民活
動団体

定
例
定
型

選考会議の
開催回数

４回 40 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

23

地域集会施設等
指定管理者選考
事務

施設の管理運
営を行う団体
を公募し、外
部委員を含め
た選考会議を
開催する

選考会議の開
催回数

４回 40
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

24 総
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

各種の市民活動団体の成
長支援のために「場所の
提供」と市民活動の拠点
としての管理運営を行う

市民・
市民活
動団体

定
例
定
型

開館日数 ３４７日 ３４６日 ３４６日 17,934 ３４７日
目標を達成し、成果
が出ている。 Ａ 18,635

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

24

市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３４７日 ３４７日 17,934
指定管理者へ
管理運営を委
任

開館日数 ３４６日 18,635

業
務
計
画

不
可

必
要

済 済 無 なし
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

24

市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

１２回
指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

済 済 無 なし

予
算
な
し

24

市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 １回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

24

市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 １回

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

24

市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

25 総
市民活動推進補
助事業

条例による市民活動の総
合的かつ計画的な推進を
図るため財政的支援をす
ることにより市民活動団
体の活性化を図る。

市民活
動団体

定
例
定
型

補助金申請
事業数

１５事業 ２０事業 ２５事業 3,043 １２事業

目標値は下回った
が、対前年度比では
実績を上回り、成果
が出ている。

Ｂ 補助金申請事
業数

２０事業 3,041

業
務
計
画

未 高 高 中
現状維

持
なし

増
や
す

25
市民活動推進補
助事業

翌年度補助金
募集説明会・
公開プレゼン
の開催

説明会・公開
プレゼン開催
回数

各１回

説明会　
３回
公開プレ
ゼン
１回

翌年度補助金
募集説明会・
公開プレゼン
の開催

説明会・公開
プレゼン開催
回数

各１回

業
務
計
画

不
可

必
要

済 済 無 なし

予
算
な
し

25
市民活動推進補
助事業

前年度補助事
業実施報告会
の開催

実施報告会開
催回数

１回 １回
前年度補助事
業実施報告会
の開催

実施報告会開
催回数

１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

25
市民活動推進補
助事業

市民が受益者
となる公益的
活動に補助金
の交付を実施

申請件数 １５事業 １２事業 1,836

市民が受益者
となる公益的
活動に補助金
の交付を実施

申請件数 １５事業 3,000

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

25
市民活動推進補
助事業

市民活動げん
き基金への寄
付の受付・積
み立て

積立額
1,500,0
00

1,206,9
49

1,207
市民活動げん
き基金の啓発
活動の実施

啓発活動の回
数

４回 41

業
務
計
画

不
可

必
要

済 済 無 なし
増
や
す

26 総
市民活動推進委
員会関係事務

市民活動の推進に関する
制度の改善、財政支援に
関する事項につき市長の
諮問に応じ審議し、答
申、意見の建議をする。

市民活
動団体

定
例
定
型

開催回数 １０回 １０回 １０回 開催回数 １０回 １０回 1,288 １０回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 開催回数 １０回 1,583 未 中 高 中
現状維

持
有り

増
や
す

26
市民活動推進委
員会関係事務

市民活動推進
委員会の開催

開催回数 １０回 １０回 1,288
市民活動推進
委員会の開催

開催回数 １０回 1,583 可
必
要

可
不
可

無 有り 25
会議録の作成につい
て民間委託が可能

増
や
す

27 総
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体等との協働
によりお互いの特性を生
かした役割分担により事
業を実施する

市民
政
策

実施事業数 ２事業 ８事業 １５事業 実施事業数 ２事業 ２事業 ２事業
目標値を達成し、成
果が出ている。 Ａ 実施事業数 ８事業 1,474

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体
が市が行う業
務に参入する
場合の登録事
務

登録団体数
１２０団
体

１１９団
体

市民活動団体
が市が行う業
務に参入する
場合の登録事
務

登録団体数
１２０団
体

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

「非営利団体
等との連携及
び協働による
事業」に関す
る把握

把握している
事業数

１６０事
業

１７７事
業

「非営利団体
等との連携及
び協働による
事業」に関す
る把握

把握している
事業数

１７０事
業

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

行政提案型協
働推進事業の
実施

採択事業数 ３事業 ２事業
行政提案型協
働推進事業の
実施

採択事業数 ３事業

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体
提案型協働事
業の実施

採択事業数 ４事業 ２事業
市民活動団体
提案型協働事
業の実施

採択事業数 ４事業

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

更
可

無 有り 25
事業提案の公募～採
択までの事務の一部
を委託可能

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

多様な主体と
の協働ガイド
ラインの周
知・啓発

公募説明会・
アイデアコン
テスト等での
啓発

23年７
月まで

予定どお
り実施

多様な主体と
の協働ガイド
ラインの周
知・啓発

公募説明会・
アイデアコン
テスト等での
啓発

２４年９
月まで

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

27
多様な主体との
協働事業の推進

ＮＰＯ等基盤
強化事業

セミナー等の
開催

７回 1,474

業
務
計
画

不
可

不
要

そ
の
他
不
可

可 無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 629,950 629,950 202,105 202,105

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

市民自治推進課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

市民自治推進課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

702 総
災害時ボラン
ティアセンター
運営事業

緊急災害時の本市の対応
マニュアルの策定・検証
を行い、それに即した訓
練・検証を行う

職員・
各ボラ
ンティ

ア

定
例
定
型

災害時ボラ
ンティアセ
ンター設置
訓練・研修
の実施

訓練１回
研修（打ち
合わせ）１
回

訓練１回
研修（打ち
合わせ）１
回

訓練１回
研修（打ち
合わせ）１
回

災害時ボラン
ティアセン
ター設置訓
練・研修の実
施

訓練１回
研修（打
ち合わ
せ）１回

各１回 各１回
事業の指標を概ね達
成し、成果は今後見
込める。

Ｂ

監査事務局・
保健福祉課へ
移管のため記
載しない

702

災害時ボラン
ティアセンター
運営事業

ボランティア
センター設置
訓練・研修の
実施

訓練及び研修 各１回 各１回

28 総
コミュニティ施
設の整備事業
（松浪）

コミュニティセンターの
機能を持った施設を整備
する

利用者
政
策

地域集会施
設・消防署
出張所複合
施設の進捗
状況

関係機関と
の調整

用地取得
施設整備に
向けた検
討、調整

地域集会施
設・消防署出
張所複合施設
の進捗状況

関係機関
との調整

調整中 調整中
地域要望としてまと
めるよう協議ができ
た。

Ａ

地域集会施
設・消防署出
張所複合施設
の進捗状況

関係機関
との調整

未 高 高 高 拡大
増
や
す

28

コミュニティ施
設の整備事業
（松浪）

関係機関との
調整

地域住民、関
係団体との意
見交換

24年3月
まで

24年3月
まで（継
続中）

関係機関との
調整

地域住民、関
係団体との意
見交換

２５年３
月まで

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 25

設計に入り、該当地
区の団体・市民によ
る建設検討委員会を
設置する。

増
や
す

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

未 高 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
６月

４月
６月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
６月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888
災害応急対策活
動

災害応急対策
の特命

災害応急対策
の特命業務を
行う

随時 実績なし
災害応急対策
の特命

災害応急対策
の特命業務を
行う

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888
災害応急対策活
動

ボランティア
の受入れ及び
調整（災害等
発生時）

ボランティア
支援センター
の開設

随時
設置（４
月）

監査事務局・
保健福祉課へ
移管のため記
載しない

888
災害応急対策活
動

自治会、自主
防災会等との
連絡調整（災
害等発生時）

自治会長等に
「注意情報」
伝達

随時

・連絡体
制の整備
・訓練実
施（３
月）

・水防４部体制とは
非連動で必要時の職
員配備体制を整備
・防災対策課・秘書
広報課と共同で情報
伝達訓練を実施

自治会、自主
防災会等との
連絡調整（災
害等発生時）

自治会長等に
「注意情報」
伝達

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888
災害応急対策活
動

当課所管施設
の被害状況調
査及び応急対
策（災害等発
生時）

「注意情報」
伝達、応急施
設開設

随時 実績なし

当課所管施設
の被害状況調
査及び応急対
策（災害等発
生時）

「注意情報」
伝達、応急施
設開設

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888
災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年1回 実績なし

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年1回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888
災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害等発生
時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時 実績なし

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害等発生
時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

1,357 1,357 2,331 2,331
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